
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間

年 62 単位 17 単位 11 単位 18 単位 単位 単位

100 人 124 人 人 0 % 0 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 7

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 2

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 3

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 7

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

4

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 1

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 1

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

総単位数 66

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

うち必修授業時数

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

株式会社　夢真、有限会社ドレスレビュー、株式会社ビック・ママ、株式会社東光、株式会社イノウエ、株式会社スターク、エイワ株式会社、

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL

https://www.tfac.ac.jp/course_post/%E3%82%A2%E3%83%91%E3%83%AC%E3%83%AB%E9%80%A0%E5%BD%A2%E7%A7%91%E3%83%87%E3%82%B6%E3%82%A4%E3%83
%8A%E3%83%BC-%E3%82%B3%E3%83%BC%E3%82%B9/

74
■進学者数 6
■その他

アルバイト、就職活動中など

4

うち企業等と連携した演習の単位数 5

うち必修単位数 4

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和7年度卒業生）

31
■地元就職者数 (F)　　　　　　　 0
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 86

0

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 42
■就職希望者数 (D)　　　　　： 36
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和8年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
学校教育法に基づき、高度な専門知識と技能習得をとおして創造性豊かで人格的にも優れた人材を育成し、ファッション業界全般、
服飾繊維産業界の発展に貢献。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）
取得可能資格：色彩検定、洋裁技術認定試験、パターンメーキング技術検定

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

服飾専門課程
ファッション造形科
衣装製作コース

平成22(2010)年度 - 令和 3(2021)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和8年6月30日

170-0002

03-3946-7321
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人池田学園 昭和51年9月10日 野間　憲治

東京服飾専門学校 昭和26年9月27日 山下　節子 東京都豊島区巣鴨1-19-7

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

服飾・家政



種別

③

③

③

③

－

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編
成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針

ファッション業界・関連団体との連携を重視し、教育課程の編成においても企業等との協働を積極的に取り入れています。授業
科目の開設にあたっては、業界ニーズを踏まえた実践的な学びを意識し、企業による特別講義や実習、産学連携プロジェクトを
通じて、即戦力となる人材育成を目指しています。また、授業内容や方法についても、現場で求められるスキルや最新の動向を
反映し、継続的な改善・工夫を図ることで、学生の職業的自立を支援します。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程の構築・改善における中核的な役割を担う機関です。消費者の購買意識やファッション業界のニーズを的確に反映させ
ることを目的として、授業科目の構成、授業内容・方法の見直し、カリキュラムの改善について審議・検討を行います。委員会に
は教職員のほか、業界関係者や企業担当者が参加することで、より実践的で職業的自立につながる教育内容の整備が図られ
ます。これにより学生が現場で即戦力として活躍できる力を身につけるための教育環境づくりを推進しております。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

高橋　英一郎 ソーイングアサヒ株式会社
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

令和8年6月1日現在

太田　えりこ 有限会社ビーシーコスチューム
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（3月、8月）

（開催日時（実績））
第１回　令和8年3月5日　16：00～17：00

花園　和年 池田学園 　教員
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

第２回　令和8年8月6日　16：00～17：00
0

石川　和男 池田学園 　教員
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

鷺　典子 ファッション造形科学科長
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

田中　小百合 池田学園 　教員

森井　久美子 株式会社クレヨン
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

名　前 所　　　属 任期

塚田　龍一 株式会社ステップス
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

教育課程編成委員会の意見を積極的に活用しています。委員会には、教職員に加えて業界関係者や企業実務者を招き、現場
のニーズや最新の業界動向を反映した実践的なカリキュラム構築に努めています。頂いた意見は、学科全体のキーワードとして
授業科目の内容改善、新規科目の開設、実習や連携授業の拡充などに反映されており、教育の質向上と職業実践力の強化に
貢献しています。また、委員会での提言は定期会議において常勤・非常勤教員間で共有され、継続的な教育改善につなげており
ます。

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
１年次では職業意識を持つことを第一に、企業講師を招いた講座や講演を中心に行い、職業意識と基本技術を習得した２年次
からは企業からの実務担当者講師を派遣いただいて、実務をもとにした実習を行う。実習や演習が単なる体験とならぬようにプ
ロセスの理解や関連する業務にも理解を深めてたり、授業での成果物の市場流通を目指すことで意欲の向上に期待している。
円滑な授業運営や、学生評価方法、習熟度の確認においては本校教員が授業に同席して授業運営をサポートする体制で行って
いる。
現在、就職で必要となってきたDXや情報分野への対応も含めて幅広い企業からの実務経験の場を作ることも行っている。



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

トレンド、素材傾向、テーマ別カラー、次期に期待される素材テクニック

AIによるデザインの現在と今後の可能性 連携企業等： ハトラ　長見圭祐

2025/7/18 対象： 造形科教員

聴講、質疑応答、パネルディスカッション

国際ファッション市場の動向 連携企業等： プルミエール・ヴィジョン・ジャパン株式会社

2025/9/2

テキスタイルの新技術、傾向 連携企業等： 一般社団法人日本ファッション・ウイーク推進機構

2025/5/14

担当教員作成による年間授業シラバスをもとに企業担当者との打ち合わせを行い、講座の内容に応じた実技実習や講演講座を
行う。企業からは多くの作品資料や文献資料を教材として借受けたり、製作技術や生産技術の習得については現場での特殊機
材を利用した実習を実務を担当する企業講師によって指導をいただく。企業講師には技術の習得具合などの評価をいただき、最
終評価は担当教員が企業講師の評価を加味して、学内基準と照らして評価を行なっている。

基礎課程の修了成果として、各自
が設定したテーマに基づきファッ
ション作品を制作する

専門課程の修了成果として、各自
が設定したテーマに基づきファッ
ション作品を制作する

それぞれの専門性を活かしながら
卒業制作作品を制作し、最終的に
ショー形式の作品として発表する
ことを目的とする

企業連携講座Ⅰ

科　目　名 連　携　企　業　等

対象： 造形科教員

対象： 造形科教員

訪問、聴講、インタビュー

海外トレンドと日本の染色技術の世界進出 連携企業等： 株式会社内田染工場

2026/4/20 対象： 造形科教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

講演、見学、ワークショップ

デザイナーの必須条件 連携企業等： 株式会社キュリアスデザイン

2026/4/27 対象： 造形科教員

講演、店頭リサーチ

科　目　概　要

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

染色手法、染料調合方法、海外を含む製品販路

ファッションとSDGs 連携企業等： 株式会社BIGI

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

業界の変化に対応した実践的な教育を実現するため、企業等と連携し、教員に対して専攻分野における実務研修を組織的に実
施し、アパレル企業や流通業者、ブランドなどと連携し、現場視察やセミナー、実地研修などを定期的に行うことで、教員が業界
の最新動向や実務感覚を習得できる環境を整えることは、教育機関として最低限と考え、研修内容は、生産・販売・マーケティン
グなど各専攻分野の教育ニーズと業界の要請を踏まえて設計されており、教員が研修を通じて得た知識や経験は、授業内容や
教材、指導方法に都度、反映させることで、学生により実践的で業界直結の学びを提供すること、就職活動における希望職種へ
の道筋を作り、キャリアパスまで長期的なイメージを多くの可能性で明示し、学生達が希望する業界・職業での就業ができること
を最終的な目標としている。

染色、製品染めに関する講義 連携企業等： 株式会社内田染工場

2025/5/8

企業連携講座Ⅱ 株式会社ラボシステム

株式会社内田染工場 株式会社キュリアスデザイン

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

ソーシャルメディア
マーケティング

株式会社レイワンダッシュ

企業連携の方法

１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

対象： 造形科教員

2025/10/2 対象： 造形科教員

講演



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

種別

企業

企業

地域

卒業生

卒業生

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.tfac.ac.jp/school_info/#subject
公表時期： 令和8年6月

東京日暮里繊維卸協同組合
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

池田　竹谷 株式会社　オルウェイズ
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

大森　正樹 パタンナー
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

山田　章博

川口　晴人 日本アパレルファッション産業協会
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

近藤　繁樹 日本アパレル工業技術研究会
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

プルミエール・ヴィジョン・ジャパン株式会社

2026/9/10

（６）教育環境 就職支援／校内報／サークル活動
（７）学生の受入れ募集 奨学生進学制度
（８）財務 資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表、人件費

（３）教育活動 教職員数
（４）学修成果 インターンシップ・研修／実践的職業教育への取組
（５）学生支援 インターンシップ・研修／学内学外イベント行事

対象： 造形科教員

世界的トレンドをリードする同社による製品提案

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 教育理念／教育目標
（２）学校運営 定員／カリキュラム／進級修業卒業要件

②指導力の修得・向上のための研修等

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、
評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
学校評価委員会は学外の委員や卒業生で組織されており、学内組織の上位にある運営部へ直接提言出来るように位置付けら
れている。学校評価委員会は学校職員全員が参加する自己評価委員会の評価報告をもとに、透明性と公平性の観点から評価
の点検、検証と確認、必要に応じては助言や改善提案を行う。評価の結果は運営部に報告され、理事会でも報告される。報告後
は本校の教育理念や目標と、学校評価の規定に照らし合わせて次年度の学校運営や授業に反映し、ホームページなどを通して
一般公表をする運びとなっている。
委員については運営部が学外の関係者から選考し、学校長・理事長の承認を受けて委託を行なっている。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

EC・PRからブランド立ち上げのための使用例、少人数、時短の企画立案のためのAI活用の講演

カウンセリング研修会 連携企業等： 東京都専修学校各種学校協会

2026/8/28、9/17 対象： 全教員

教員が使えるカウンセリング技術

来期ファッションの世界的潮流 連携企業等：

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

皮革加工の新技術とSDGs 連携企業等： 協同組合資材連

2026/5/21 対象： 造形科教員

従来までのクロム、ホルマリンを使用しない皮革の生産方法

AI活用最前線 連携企業等： 上条　千恵

2026/4/9 対象： 造形科教員

（３）学校関係者評価結果の活用状況
各委員の評価を真摯に受け止め、特に学校運営、教育活動の点において、中期計画にフィードバックし、運営、教育の改善と
アップデートに務めている。iPadをはじめデジタル機器は早期より取り入れ、連携する企業は常に新規開拓し、教育内容を間断な
く更新し、世間との乖離が無いよう評価を活用している。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 自己点検自己評価報告書／学校関係者評価
（１０）社会貢献・地域貢献 留学生受け入れ
（１１）国際交流 －



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.tfac.ac.jp/school_info/#subject
公表時期： 令和8年6月末頃

（１１）その他 －
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表、人件費
（９）学校評価 自己点検自己評価報告書／学校関係者評価
（１０）国際連携の状況 留学生受け入れ

（５）様々な教育活動・教育環境 インターンシップ・研修／学内学外イベント行事
（６）学生の生活支援 就職支援／校内報／サークル活動
（７）学生納付金・修学支援 奨学生進学制度

（２）各学科等の教育 定員／カリキュラム／進級修業卒業要件
（３）教職員 教職員数
（４）キャリア教育・実践的職業教育 インターンシップ・研修／実践的職業教育への取組

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校の取り組みや、日常からの教育活動、学生の様子、社会貢献、就学成果などの多くの情報公開については毎日更新のホー
ムページやSNS、訪問見学などで情報提供を行なっている。委員会の開催だけでなく日頃からの教職員との交流、意見交換、学
校評価の場として懇親会を年に一回以上開催して開かれた学校運営を目指している。また自己評価、学校評価について包み隠
さず公開し、正しく評価を判断出来るように情報を提供している。具体的な公開方法は以下の方法で行なっている。
①パンフレット広報物（毎年3月末〜）の配布
②学内広報誌（年４回発行）の配布
③ホームページの毎日更新（３〜９月までに順次基本情報を更新）
④懇親会（毎年３月）の開催
⑤企業との相互訪問

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 教育理念／教育目標

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関す
る情報を提供していること。」関係



必
　
　
修

選
択
必
修

自
由
選
択

講
　
　
義

演
　
　
習

実
験
・
実
習
・
実
技

校
　
　
内

校
　
　
外

専
　
　
任

兼
　
　
任

1 ○ 服飾史
古代文明の衣服から現代ファッションに至る
までの洋服の歴史を体系的に学び、時代背景
と衣服の関係性を理解することを目的とする

1
・
前
期

23 1 ○ ○ ○

2 ○ 素材学

アパレル製品の素材としての繊維、糸、生地
を理解し、製作、販売、衣生活に役立てる。
素材組成から各種素材、織、柄名称、素材加
工、取り扱いケア

1
・
後
期

25 1 ○ ○ ○

3 ○ 業界人講話

実務家のリアルな言葉に触れることで、将来
のキャリア形成に必要な視野を広げ、社会で
求められる能力や姿勢を理解することを目的
とする

1 － 1 ○ ○ ○

4 ○ 色彩学
⽂部科学省後援AFT⾊彩検定3級の取得を⽬指
すことを主⽬的とし、実務にむけた⾊彩知識
を学ぶ

1
・
前
期

23 1 ○ ○ ○

5 ○ 就職ガイダンス

就職へ向けて、仕事について理解を深め、就
職活動の基本的な流れ・知識を身につける。
自己分析を行い、志望職種や志望企業を定め
る

1
・
後
期

50 2 ○ ○ ○

6 ○ 情報処理基礎演習Ⅰ
将来的に必要な情報処理の基礎能力を身につ
けることを目的とする

1
・
前
期

45 2 ○ ○ ○

7 ○ ファッションビジネス概論
ファッションビジネス能力検定3級合格を目標
に、ビジネス科学生がアパレル業界の基礎知
識を体系的に習得することを目的とする

1
・
後
期

50 2 ○ ○ ○

8 ○ 英会話
基本的なコミュニケーション能力の向上を目
的とし、日常生活で使用される初歩的な英会
話表現の習得

2
・
後
期

20 1 ○ ○ ○

9 ○ キャリアデザイン
自己理解、仕事理解を通して自分のキャリア
形成を考える

2
・
前
期

45 2 ○ ○ ○

10 ○ ソーシャルメディアマーケティング
Instagram、TikTokの特性と活用方法を理解
し、服飾業界における情報発信、集客、販売
促進に活かす力を養う

2
・
後
期

25 1 ○ ○ ○ ○

11 ○ 体育（運動会・スポーツイベント）Ⅰ
体力向上とともにコミュニケーション能力や
協働性を育むことを目的とする

1 － 1 ○ ○ ○

12 ○ 体育（運動会・スポーツイベント）Ⅱ
体力向上とともにコミュニケーション能力や
協働性を育むことを目的とする

2 － 1 ○ ○ ○

13 ○ ドレーピングⅠ
立体ボディーを使用して、シーチングをあ
て、組み立て型紙を作り出す立体裁断という
技法を使い、型紙作りをおこなう

1
・
前
期

43 1 ○ ○ ○

14 ○ ドレーピングⅡ Ⅰの応用編

1
・
後
期

48 2 ○ ○ ○

15 ○ F画
ファッションデザインにおけるスタイル画表
現の基礎を修得することを目的とする

1
・
前
期

45 1 ○ ○ ○

16 ○ デザイン表現基礎
自己の感性を育成し、創作意図を言語化し、
デザインへと昇華するプロセスを体系的に学
ぶ

1
・
後
期

50 2 ○ ○ ○

17 ○ 応用デザイン
クリエイターとしての「根本的な力」を強化
することを目的とする

2
・
後
期

40 1 ○ ○ ○

18 ○ グラフィックデザイン実習Ⅰ
MacPCを利用したグラフィック制作ソフト
（Illustrator・Photoshop）の基礎知識、基
礎技術の習得

1
・
通
年

90 1 ○ ○ ○

19 ○ 基本製図Ⅰ

身体のフォーム、デザインに合わせて、シル
エットを各寸法をもとに、紙の上で型紙をつ
くる基本製図を学び、デザインに応じての型
紙つくりをおこなう。

1
・
前
期

88 1 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（服飾専門課程　ファッション造形科衣装製作コース）
分類
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20 ○ 基本製図Ⅱ

身体のフォーム、デザインに合わせて、シル
エットを各寸法をもとに、紙の上で型紙をつ
くる基本製図を学び、デザインに応じての型
紙つくりをおこなう。

1
・
後
期

90 2 ○ ○ ○

21 ○ 服飾造形実習Ⅰ

各寸法を基に、平面で製図した型紙を用布の
上で裁断し、縫い合わせ、立体化して着用
し、服となっていく工程の理解と、様々な縫
製技術の習得をする

1
・
前
期

128 2 ○ ○ ○

22 ○ 服飾造形実習Ⅱ

各寸法を基に、平面で製図した型紙を用布の
上で裁断し、縫い合わせ、立体化して着用
し、服となっていく工程の理解と、様々な縫
製技術の習得をする

1
・
後
期

80 2 ○ ○ ○

23 ○ 服飾製図Ⅰ
被服に関する総合的知識と製作技術を修得す
る。アパレル産業からニーズにこたえられる
よう高度な専門知識と技術を身につける。

2
・
前
期

90 2 ○ ○ ○

24 ○ 服飾製図Ⅱ
既製服にはない、高級仕立服には欠かせない
縫製技術を修得。

2
・
後
期

100 3 ○ ○ ○

25 ○ 衣装製作実習Ⅰ
採寸、パターン製作、裁断、縫製、仕上げま
での一連の衣装製作工程を学び、実務に即し
た製作技術を習得することを目的とする.

2
・
前
期

85 3 ○ ○ ○

26 ○ 衣装製作実習Ⅱ
オリジナル作品を通して衣装制作工程を学
び、実務に即した制作技術を習得する.

2
・
後
期

95 2 ○ ○ ○

27 ○ テクニカル工芸
実社会で通用する衣装制作の手工芸を学び装
飾表現や衣装デザインに応用出来る高度なク
ラフトスキルを目的とする。

2
・
前
期

40 3 ○ ○ ○

28 ○ 縫製実習Ⅰ
基礎縫製技術を応用し、実際の衣装製作を通
して正確な縫製工程や仕上げ技術を身につけ
ることを目的とする。

2
・
前
期

83 2 ○ ○ ○

29 ○ 縫製実習Ⅱ
基礎・応用技術を総合的に活用し、卒業制作
の衣装製作も含めて、企画から仕上げまで一
貫した実践力を養う。

2
・
後
期

80 2 ○ ○ ○

30 ○ 生産計画・仕様書Ⅰ
商品企画から量産までの流れを理解し、仕様
書作成や生産管理の基本能力養成を目的とす
る

2
・
後
期

20 1 ○ ○ ○

31 ○ 卒ショー企画
それぞれの専門性を活かしながら卒業制作作
品を制作し、最終的にショー形式の作品とし
て発表することを目的とする

2
・
前
期

45 1 ○ ○ ○

32 ○ 卒業作品
専門課程の修了成果として、各自が設定した
テーマに基づきファッション作品を制作する

2 － 2 ○ ○ ○

33 ○ 修了作品
基礎課程の修了成果として、各自が設定した
テーマに基づきファッション作品を制作する

1 － 3 ○ ○ ○

34 ○ 企業連携講座Ⅰ
企業との連携により、実際の就業現場で求め
られる経験、知識、およびトレンドとなって
いる最新技術の習得

2
・
前
期

43 3 ○ ○ ○

35 ○ 企業連携講座Ⅱ
企業との連携により、実際の就業現場で求め
られる経験、知識、およびトレンドとなって
いる最新技術の習得

2
・
後
期

50 2 ○ ○ ○ ○

36 ○ 臨地学習・見学
工場・ワークショップ参加を通じ、素材、加
工、工程管理などの実務を知る。文化的背景
と表現の関係を学ぶ。

1 － 2 ○ ○ ○ ○

37 ○ 職業人基礎力と協働演習 ファッション産業の実務現場の理解
1
・
2

－ 1 ○ ○ ○

38 ○ 海外研修
現地のアパレルブランド、デザインスタジ
オ、プレスルームを訪問し、国際的なグロー
バル視点でファッション産業の構造を学ぶ。

1
・
2

－ 1 ○ ○ ○

38

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

17

卒業要件：
1700時間以上の履修時間を修めていること及び総合成績がC以上であること
R8年度入学者～62単位以上修得していること

履修方法： 年間35単位を上限とする。一般教養科目は14単位以上修得していること

合計 科目 66 単位（単位時間）


